
- ボーナスDI は 5 期連続のプラス -

夏季民間ボーナス支給見通し（全産業）

「第 96 回県内企業経営動向調査」から
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夏季民間ボーナス支給見通し

（製造業）

（非製造業）

当行の第 96 回県内企業経営動向調査（ 4 月

上旬実施、回答企業 295 社）によると、今夏

のボーナス支給予定額は、昨夏の支給額に対

して「増額」回答先割合が 19.3％（昨夏調査

18.6％）、「横ばい」回答先割合が 77.3％（同

75.5％）、「減額」回答先割合が 3.4％（同 5.9％）

となった。

　この結果、夏季のボーナス DI（「増額」回答

先割合－「減額」回答先割合）は、15.9 と昨

夏（ 12.7 ）と比べて 3.2 ポイント上昇し、5 期

連続のプラス（「増額」超）となった。

　今回実施した県内企業経営動向調査による

と、2023 年度下期の県内企業の景況感は、経

済社会活動の正常化に伴い非製造業で改善の動

きがみられた一方、海外経済の減速等に伴う在

庫調整の長期化や、エネルギー価格・原材料価

格の高騰等を背景に、製造業は悪化の傾向が続

いた。

　一方、2024 年度上期の見通しは、生産、売上、

収益の各項目で製造業、非製造業ともに改善を

見込んでおり、業況も好転する見通しにある。
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　同調査により雇用面をみると、雇用の充足度

を示す雇用 DI が 7 期連続の「不足」超となっ

ている。また、経営上の問題点で「従業員の高

齢化」、「人材・技術不足」、「労働力不足」が引

き続き上位を占めるなど、人材不足の深刻さが

窺われる結果となった。

　このようななか、人材確保・維持に向けた待

遇改善の必要性や、長引く物価高のもと家計の

負担が増している従業員の生活支援などの観点

から、賃上げの動きが中堅・中小企業にも広がっ

ている。

　こうした雇用情勢の逼迫、社会全体の賃上げ

ムードの高まりがボーナス支給姿勢に反映さ

れ、今回調査のボーナス DI の上昇をもたらし

たと考えられる。

　業種別にみると、製造業は、「増額」回答先

割合が 19.3％（昨夏 14.4％）、「減額」回答先

割合が 5.5％（同 10.6％）となった。この結果、

ボーナス DI は 13.8 と、昨夏（ 3.8 ）と比べて

10.0 ポイント上昇し、引き続き「増額」超となっ

た。このうち機械関連では、生産用機械が「減

額」超となった一方、電気、輸送、汎用・業務

用の各機械は「増額」超となり、全体でも「増

額」超に転じた。一方、機械関連以外では、ニッ

ト、製材、家具ですべての先が「横ばい」と回

答した以外は、すべての業種で「増額」超となっ

ている。

　非製造業は、「増額」回答先割合が 19.3％（昨

夏23.1％）、「減額」回答先割合が1.4％（同0.7％）

となった。この結果、ボーナス DI は 17.9 と昨

夏（22.4 ）と比べて 4.5 ポイント低下したもの

の、引き続き「増額」超となった。卸売が「減

額」超となっている以外は、すべての業種が「増

額」超となっており、特に、運輸、レジャーで

は 3割以上の先が「増額」と回答している。
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